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会資本を補修すること、あるいは劣化を防ぐような措置をとることで、耐用年数以上の長期間

の利用を目指すものである。一般に地方自治体は、厳しい財政状況に加え、高齢化の進展によ

って、これまで行ってきたような社会インフラの整備ができるような環境ではなくなっており、

15年前と比較した公共事業は都道府県レベルでみても、県内総生産に占める割合がおおむね

低下してきている（前掲第３－４－２図（1）））。このように公共事業に依存できない中で、既存

の施設をどのように効率的に維持管理していくかが重要な課題となっている。

その具体的な例として「北海道ファシリティマネジメント（FM）」が挙げられる。北海道

は、2004年度から2006年度の平均で、実質公債費比率が都道府県で最も高い20.6％に達し、

起債許可制基準を上回る水準に達しているなど84、財政状況の悪化が懸念されている自治体で

ある。しかし、広大な面積を有することもあり、2005年においても公共事業に依存せざるを

得ず、公共投資額は高い水準になっている。また高齢化率も2005年時点で21.4％に達し、全

国平均の20.1％を上回っている85。そうした中で、2006年にFM導入基本方針を決定し、所有

する建築物の「ストックマネジメント」を行い費用削減を見込んでいる86。

高齢化は地方にも大きな影響を与えており、財政負担軽減のために様々な取組が行われてい

る。ファシリティ・マネジメントやアセット・マネジメントに限らず、市が100％出資した株

式会社を設立し、市の職員でなくとも対応可能な業務を委託することで、年間の行政サービス

経費を大幅に減らすことに成功しているケースもみられ87、他の地方自治体からも注目を集め

ている。こうした先進的な取組が広がることによって、高齢化社会においても、地方自治体に

よる公共サービスの持続的な提供が可能になると考えられる。
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本節では、これまで述べてきた高齢化・人口減少に伴う財政の課題について、特に重要と思

われる分析内容を改めて整理する。

●高齢化・人口減少下での財政の在り方を考えるには、成長率だけでなくGDPの構成や産業

構造の変化を踏まえることが重要

2030年くらいまでを展望すると、高齢化・人口減少が経済成長にマイナスに働くとしても、

労働力率の上昇や生産性の向上が十分あればこれを軽減することができる。成長率のほかに高

齢化の影響で忘れてはならない点は、経済構造の変化である。これをGDPの構成でみると、

支出面と分配面に分けられる。まず支出面では、個人消費のウエイトが上昇する。分配面では、
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（84）財務省（2008）「財政制度等審議会財政制度分科会財政構造改革部会」（４月18日）資料より。
（85）2005年国勢調査。人口総数。
（86）北海道ホームページより。
（87）愛知県高浜市では、行政サービス経費を年間（2007年度）約４億円節約できたとされる。
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雇用者報酬のウエイトが低下する。また産業構造は、保健医療、住宅リフォーム、旅行などの

需要が拡大することによって、全体としてサービス化が進むとみられる。サービス業の生産性

の伸びは低く、そのままでは経済全体の生産性の伸びの鈍化につながるおそれがある。このた

め、海外との連携・競争などを通じた生産性の向上が求められる。

したがって、高齢化・人口減少に伴う財政構造の課題を検討するに当たっては、人口構造の

変化の影響に加えて、グローバル化、技術革新をいかに進めるかという視点を同時に持ちつつ

検討することが重要である。

●国民負担の増加が避けられない中、労働や資本の供給を阻害しない負担の仕組みが必要

高齢化・人口減少が財政に影響を及ぼす最も直接的で、重要なルートは社会保障である。社

会保障給付は、現行制度の下では、医療や介護を中心に増加が見込まれる。その際、国民負担

の規模が増加する過程で、成長率との関係については様々な見解があるものの、程度の差はあ

れ労働や資本の供給が阻害される可能性も指摘される。その中で、こうした影響ができるだけ

生じない仕組みを考えることが経済成長との関係で重要である。また、社会保障給付の場面で

も、できるだけ労働意欲を削がないこと、民間経済活動を圧迫してイノベーションの芽を摘ま

ないことが求められる。

高齢化によって負担を求める場合、それは究極的には国民の選択となる。そこで、今後増加

が見込まれる社会保障の給付と負担の在り方に関する調査を行った。その結果、おおむね年齢

により考え方が異なり、年齢が上がるほど社会保障への負担増があっても給付を重視し、若い

世代では給付よりも負担軽減を重視する傾向がみられた。高齢化・人口減少に伴う負担増の提

案を行う際には、このように給付と負担に明瞭な世代間の意見の相違があることを踏まえるこ

とが重要である。

●高齢化・人口減少に対応した税制のあり方の検討が必要

高齢化の進展に伴う社会保障給付の増加によって、歳出面から財政負担が大きくなることが

懸念される一方で、個人所得課税については、個々人や社会全体の活力を引き出す視点が重要

となる。また、法人課税については、これまで我が国においてそのGDP比が低下してきたと

ころであるが、それでもなお国際的にみて高い水準にある。企業がグローバルな競争に直面す

る中で、成長戦略の観点からもこれ以上の負担を求めることは難しいとの指摘があり、そのあ

り方は今後の検討課題とされる。さらに、消費課税については、特にタックスベースの広い

「一般消費税」の役割が先進各国において高まっている。一方で、消費課税には逆進性などの

課題もあるが、高齢社会におけるあるべき所得再分配政策を考える上では、軽減税率の仕組み

だけでなく、他の税や社会保険料を含む負担全体を考慮する必要がある。社会保障の受益は低

所得者で大きく、その安定的な財源を確保することは、再分配政策にも大きな意義を有するこ

とを踏まえ、受益と負担を通じた総合的なアプローチが求められている。
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●地方で安定的な公共サービスを提供するための税制、歳出の効率化が重要に

高齢化・人口減少によって地方は財政面で大きな課題に直面する。これまで公共事業に依存

していた地域では、社会保障給付を通じた国からの移転がなされており、その規模は公共事業

によるものを上回っている。地域間の所得再分配が避けられないならば、こうした形の再分配

の方が経済活動を歪める度合いが少ないと評価できる。

ただし今後、更に高齢化・人口減少が進む中で地域の自立を図っていくためには、歳入面で

の課題がある。特に、社会保障については、地方の果たす役割も重要であるとの観点から、地

方消費税を含めた財源の確保が必要とされ、検討が行われている。ここで、消費と所得に着目

し、経済規模を考慮した上で高齢化率との関係をみると、所得に比べて消費の方が相関が小さ

い（ほとんどない）ことが分かる。こうした結果の解釈には様々な留保が必要であるが、税目

別の税収も高齢化の影響をある程度受けることが考えられる。

より根本的には、各地域が住民や企業にとって魅力ある存在となることが、自立のための条

件となる。そのためには、一定規模以上の「集積」が決定的に必要であり、市町村合併などに

よる都市・行政機能の集約が重要になる。特に、地方自治体の一人当たり行政費用は、ある程

度の人口規模に達するところまでは減少することが示され、高齢化対策費についても、同様の

傾向が当てはまる。

一部の自治体では、公共事業の削減の中、ファシリティ・マネジメント、アセット・マネジ

メントと呼ばれる施設・社会資本管理を歳出効率化の一環として進めている。これは一つの例

であるが、地域によっては先進的な取組を行っているところもあり、国、地方を問わず、内外

のベストプラクティスに学ぶことが必要であろう。
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